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研究成果の概要（和文）：再生可能エネルギー（再エネ）関連のイノベーションは、パリ協定の目標を遵守する
ために重要である。本研究では、企業の再エネ関連イノベーションを促進させる要因を検証するために、まず国
際機関や企業等にヒアリング調査し、その調査結果を踏まえた独自のアンケート調査を日本企業に実施した。そ
の結果、外生的要因である環境政策がイノベーションの促進に影響をもたらす傾向があることが分かった。特
に、日本のケースでは、将来の導入が検討されている政策が、導入前にも関わらず大きな影響をもたらしてい
た。また内生的要因としては、CSR活動に活発に取り組む企業ほど、イノベーションの促進に積極的な傾向が見
られた。

研究成果の概要（英文）：Renewable energy (RE) related innovations are essential to meet the targets 
of the Paris Agreement. To examine the factors which may promote RE innovations, I firstly conducted
 interviews with specialists from organizations such as OECD, IEA, European Commission and firms. 
Based on those interviews, I analyzed the impact of environmental policies and corporate voluntary 
actions on RE innovations. Next, using a questionnaire constructed based on the interviews, I 
conducted an original survey of Japanese firms in the RE sector to examine what kinds of internal 
and external factors may induce RE innovations in the case of Japan. The results show that 
environmental policies, the external factors, are likely to promote innovations. In particular, it 
is interesting to note that a policy which has not yet introduced may have an impact on RE 
innovations. In addition, regarding the internal factor, firms that are actively engaged in CSR are 
more likely to encourage RE innovations.

研究分野：環境経済学、環境政策
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１．研究開始当初の背景 

2011 年 3 月 11 日に経験した東日本大震災

は、未曽有の大被害をもたらし、深刻なエネ

ルギー問題を浮き彫りにした。このような状

況の中、気候変動問題、そして密接に関わる

エネルギー問題に適切に対処し、持続可能な

発展を実現するために、グリーンイノベーシ

ョンの果たす役割にますます注目が集まっ

ている。2011年 8月 19日に閣議決定された

第 4期科学技術基本計画でも、エネルギーの

安全確保と気候変動問題への対応は喫緊の

課題として認識され、日本が強みを持つ環

境・エネルギー技術分野の革新、つまりグリ

ーンイノベーションを強力に推進する重要

性が示されている。グリーンイノベーション

への期待は、欧米をはじめ世界中でも高まっ

ており、グリーン成長戦略の一つとして盛り

込まれている。 

イノベーションは、社会にもたらす影響が

大きく広範である。市場メカニズムだけでは

十分な促進インセンティブとはなり得ず、環

境政策が重要な役割を担ってきた。そのため、

環境政策との関連でよく議論されてきた。実

際に 1970年代よりイノベーションと外生的

要因である環境政策の関係は興味深い研究

テーマとして注目された。Jaffe and Palmer 

(1997) や Hamamoto (2006) 等の国や産業の

データによる実証研究は、研究開発（以下、

R&D）費や特許等のデータ入手が可能になる

につれて盛んになった。2000年代半ば以降に

は、Arimura et al. (2007)、Demirel and Kesidou 

(2011)、Inoue et al. (2013) 等のように、企業

の環境マネジメントシステムに関する判断

など内生的要因がイノベーションに与える

影響についても関心が集まってきた。  

本研究では、グリーンイノベーションの中

でも、再生可能エネルギー関連イノベーショ

ンに着目し、企業を取り巻く外生的及び内生

的要因がその促進にどのような影響を与え

ているのかを分析する。 

２．研究の目的 

本研究の目的は、企業の再生可能エネルギ

ー（以下、再エネ）関連イノベーションを促

進するメカニズムを明らかにすることであ

る。 

実際に企業を取り巻くどのような外生的

要因（環境政策等）や内生的要因（企業の自

主的な環境対応や経営的特徴等）がインセン

ティブを刺激して再エネ関連イノベーショ

ンを促進するのか、欧州企業との比較分析や

日本企業への独自のアンケート調査に基づ

き検証する。具体的な目的は以下である。 

（１）欧州企業の自主的行動や環境政策が 

再エネ関連イノベーションの促進に

与える影響の把握 

（２）日本企業を取り巻く諸要因が再エネ関

連イノベーションの促進に与える影

響の分析（欧州との比較分析）、イノ

ベーションの促進要因の検証 

 

３．研究の方法 

まず、上記（１）では、経済協力開発機構、

国際エネルギー機関等の国際機関や企業等

を選定してヒアリング調査を行い、再エネ関

連 R&D の取組や環境政策のイノベーション

への影響について把握する。 

続いて、上記（２）では、（１）の分析に

基づき、企業を取り巻く再エネ関連イノベー

ションの促進要因を抽出・整理して調査票を

作成し、日本企業を対象にアンケート調査を

実施する。その結果を分析し、環境政策や企

業の自主的な行動（再エネ関連R&Dの取組、

企業の社会的責任や環境マネジメントに関

する取組等）が再エネ関連イノベーションに

及ぼす影響を検証する。また、アンケート結

果を（１）のヒアリング結果と比較分析する。

さらに、アンケート結果を用いて作成した独

自のデータセットを分析し、再エネ関連イノ

ベーションを促進する要因を明らかにする。 

 



４．研究成果 

まず（１）に関しては、経済協力開発機構、

国際エネルギー機関、欧州委員会、企業等へ

のヒアリングの実施、さらに国際シンポジウ

ムや国際学会への参加・研究報告を通じて、

欧州委員会や各国の環境政策、企業の自主的

な行動が再エネ関連イノベーションの促進に

与える影響を分析した。その結果、欧州委員

会の環境政策、それに基づき策定された各国

の環境政策が大きく企業のR&D活動に影響を

与え、イノベーションの誘発や促進の一翼を

担っていることが分かった。 

次に、（２）を分析するために、（１）の

分析を踏まえて抽出した企業を取り巻く再エ

ネ関連イノベーションの促進要因を整理して、

独自の調査票を作成した。これを用いて、再

エネ関連の日本企業を対象に、どのような外

生的及び内生的要因が影響しているのか、ア

ンケート調査を行った。その結果、外生的要

因である環境政策の変化が日本企業の再エネ

関連イノベーションの促進に影響をもたらす

傾向が見られた。特に、将来の導入が検討さ

れている環境政策が導入前にも関わらず大き

な影響をもたらしていることが分かったこと

は興味深い。また内生的要因としては、企業

の社会的責任（CSR）に関する取組を積極的

に行っている日本企業ほど、再エネ関連イノ

ベーションを促進させることに積極的である

傾向が見られた。 

本研究は、欧州へのヒアリング調査、日本

企業を対象に実施した独自のアンケート調査

に基づいて、パリ協定の目標を遵守するため

に要となる再エネ関連イノベーションの促進

要因を検証したところに意義がある。このよ

うにイノベーションの促進要因を検証するこ

とは、今後の更なる温室効果ガス削減を実現

する現実的な方策を考える上で、重要な視点

を提示する。 
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